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オトル用の草地が設置され国家管理下におかれた。こ はネグデルという牧畜生産集団化にともない、それまで牧民個々 判断によって行われていたオトルが行政管理下にて行われるように ったことに由来しており、 わば災害に対する国家的対応とし 理解できる。本稿ではこのようなオトル用牧草地を「非常時利用草地」と呼び、社会主義時代半ばから現在までの非常時利用草地の変遷と現状の課題を報告することを目的とする。　
なお、本稿が対象とする地域は
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乾草ステーションは国営農場化が決まり、予算も増加し活動範囲も拡大した。同時期、行政内部にオトル管理部署が出来、専門 が揃い、またオトルの牧畜民 それぞれ自分の県から獣医や医者を連れてくるようになった。また行政のオトル担当者もオトル期間中非常時利用草地に常駐してい ため基本的社会サービスは非常時利用草地内で提供され ことと三．制度の崩壊と人々の対応　
さて、このように社会主義時代
には緊急時の牧草地として利用されていた非常時利用草地は、社会主義の崩壊とともに消滅する。そしてそ までオトル管理も担って
いた国営農場は一九九一年に崩壊し、行政レベルとしても単なる村となった。しかしながら、制度は崩壊しても人々の記憶 経験は継続する。その め、ひとたび災害となると大量の牧畜民が「良質なオトル用牧草地」という記憶を頼りにＫＢＵへ移動 き のである。地元の人は当時の無秩序状態を次のように語ってい　「好き勝手に人が移動してきて、好き勝手に牧草地を使 、好きな時に出て行った。戻る人もれば戻らない人もいた。出産時期前に仕方 く帰る牧民もいた。当時はオトルで来た牧畜民を把握







係の小組織が設 たのを受け、現在では全国に非常時利用草地を設置する発展的プロジェクトが実施されている。プロジェクトで決定された非常時利用草地の場所は、ほぼ社会主義時代に非常時利用草地となってい 場所と重なっており 社会主義時代 制度を意識したもの ている。個別事例とし のＫＢＵでの具体的活動に関しては後に記すとし、まず、国が行った発展的プロジェクト“県間オトル牧草地プロジェクト”に関し簡単 述べよう。　“県間オトル用牧草地”プロジェク は非常時利用草地小組織の結成をベースとして、二〇一一年から二〇一七年 かけて実施されている。財源は国家予算のほか地方予算、個人や企業、団体の投資、外資や国際機関の無償援助等を利用している。本プロジェク
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の目的は、①オトル領域内の牧草地の利用、管理・保護を改善、またそれにともなう諸問題を解決するための法的環境整備、②オトル地域の牧草 状況を判定 測定し、合理的に利用し、管理・保護し、改善・復興させ、牧草貯蔵地域を新たに確定するため 活動強化、③オトル 水供給改善、④オトル における牧草、飼料の備蓄 家畜群の自然災害時に耐える体力・適応力を強化、⑤オトル実施中の牧民たちに快適な社会環境を提供（教育サービス、医療サービス等）となって













村であり、オトルに来た牧畜民の社会面のサポートを引き受ける業務は担っていない。先に挙げた“県間オトル牧草地プロジェクト”計画には、 でのサポートも本プロジェクトが実施することが明記されている。しかしながら現状は、オトルに来た牧畜民の医療や教育にかかわるサービスを村がサポートせざる得ない状況だという。例えば、オトルに来た牧畜民が体調を崩した際 彼らはすべてＫＢＵに支援要請を求め 。実際に最近救急車等を出動させ、雪の
写真 1　ヘルレンバヤーンウラーン草原から村を望む（2012 年 9 月　モ
ンゴル国ヘンティ県ヘルレンバヤーンウラーンにて筆者撮影）
写真 2　オトル用牧草地地域境界（非常時利用草地境界）を示す看板
（2012 年 9 月　モンゴル国ヘンティ県ヘルレンバヤーンウラーンにて筆
者撮影）
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なかで立ち往生した牧畜民をレスキューしたケースもあったという。しかし、村内の医療サービスを賄う医療費は、村民の人数に応じた、いわば村民の為の医療サービス分しか支払われていない。そのため、経費（救急車のガソリン代等）は全て村内の予算で賄っている。ＫＢＵの村政府関係者は、「非常時利用草地の領域は村内領域に入って入るが、管轄は農牧省が行うものであり、そこにきたオトルの人も我々の村民で ない。 」と述べている。このようにいわば無償でサポートを行 い というのがＫＢＵ村政府関係者 言い分である。一方で八〇歳代 村民からは、オトルに来た牧畜民の所属する県が、村や村長に対し金品で使用料金相応 贈与を行っているとの話が聞かれたが、これは公的なものではなく私的な あり社会サービスの提供 村 ボランティア精神にゆだねられていことに対する返礼と解釈できる。このように国家予算 プロジェクト内の目標である「教育や文化や医療サービスの提供拡大」は、実際には遅れているのが現状である。　
また、牧草地使用料に関しても
徴収の難しさが問題として挙げら
れている。というのも、オトルに来る牧畜民には少なからず雇われ牧民が含まれている。そ ため雇い主との間で牧草地使用料に関する話し合い 行わ な ことが多く、結局徴収が出来な ケースがあ 。さらにこの 草地使用料は農牧省独自で決定さ たものであり、法的拘束力がない点も徴収が難しい一因となっている。　
そのほか、新たに非常時利用草














 例えば毎年六〇頭の家畜を収容できる家畜囲いを作る等インフラ整備を行っていた。この様な活動は一九八五年まで毎年継続され、そ 結果合計一七八個の屋根付家畜囲い、二八カ所の深井戸、三四カ所 短 煙突のある井戸（カーシカという）が稼働するまでにな た。
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